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２Ａ１２ 

製品開発マネジメント研究における製品特性の差異に関する考察（１） 

 
○浅井洋介，久保元伸（山口大学） 

 

 

 
１． 緒言 

製造業における製品開発は新たな価値を生み

出す成長力の源泉であり、企業の競争力を左右

する重要な活動の一つである。製品開発は、何

をどのように開発するか、何故それを開発する

のか、に関する複雑な意思決定とマネジメント

を必要とする。これは、技術者や開発者個人の

ひらめきや運のみに左右される属人的な活動で

はなく、組織単位の運営に左右され、複雑で統

合的になされる活動の一つである。一方、製造

業を取り巻く競争環境の変化の度合いは大きく

なってきている。テクノロジーの急速な進歩や

市場の急激な変化、環境規制や法規制などの外

部環境の変化、また新興国の台頭に代表される

競争環境の変化など、様々な要因を挙げること

ができる。企業はこのような熾烈な環境の中で、

複雑な意思決定とマネジメントを必要とする製

品開発に取り組まねばならない。従って、製品

開発におけるマネジメントの問題を取り扱う研

究の重要性は従来に増して増加していると考え

られる。 

製品開発マネジメント研究に関する実証的な

研究領域では、ある製品の開発プロセスを扱っ

た意味解釈法に基づく研究や、ある製品群の開

発プロセスを分析し何らかの法則を導き出そう

とする統計帰納法に基づく研究が行われている。

分析対象となる製品やプロジェクトの事例は

様々であるが、製品開発マネジメント研究にお

いてその製品を扱うことが、理論的にどのよう

に貢献できるのかという点を十分に説明出来な

い。つまり、特定の製品を取り上げて分析対象

とすることで製品開発マネジメント研究におけ

るどの問題が解決されるのか、ある分析対象で

得られるインプリケーションは他の製品に応用

できるのか否か、その理由は何か、という点に

理論的に応えることが困難である。従って、研究

例がない（あるいは少ない）点を基本的な問題意

識として、新たな研究領域が分析対象として取り

上げられていくことになる。例えば、組立型製品

に研究例が偏ればこれと対になるプロセス型製

品を分析対象とする研究が行われる（當間，2008）、
あるいは自動車や家電を最終消費財と区分すれ

ば生産財の問題が想起される（富田，2005）、と

いう具合である。しかし、これらの区分の視点は

統合されたものではない。例えば、生産工程の

特性（組立型かプロセス型か）、技術の新規性の

程度などは製品開発上の１つの側面ではあるが、

それによって製品開発マネジメントに関する普

遍的な指針が示されてはいない。つまり、製品

開発マネジメント研究における製品特性の記述

は、より包括的で俯瞰的な視点で議論すべき問

題であると思われる。 

本研究では既存の製品開発マネジメント研究

の知識体系を通して、製品特性の差異を包括して

扱うための視点を加味し、より普遍的な立場から

この問題に取り組むことを目的とする。 

 

２． 製品開発マネジメント研究の知識体系 

製品開発マネジメント研究の知識体系は、技術

と経営に関する基礎的な知識を基盤に、イノベー

ション・マネジメントやオペレーション・マネジ

メント、R&D マネジメント、技術戦略などの製

品開発マネジメントにおける中核的な知識、さら

に製品開発における創造的な問題解決を図るた

めの知識から構成される（2010，文部科学省）。 

一方、これらを体系的に探究する研究分野は比

較的新しく、主な実証研究は 1960 年代以降に始

まっている（藤本，2002）。従来は産業横断的に

成功要因を探るタイプの研究が大半であったが、

より個々の製品の開発プロセスが扱われるよう

になった。 
これらの研究により、製品開発の成功要因とマ

ネジメントの関係が検討された。また、その分析

の視点は製品開発のプロセスや製品をシステム

として捉えるミクロな見方、さらにはシステムと

しての製品と製品開発のプロセスとの関係に着

目する見方に変遷している。例えば、製品システ

ムの分け方とつなぎ方に着目する見方によりシ

ステムを構成する要素間の相互依存関係のパタ

ーンが分かり、このパターンにより、例えばオペ

レーションズ・マネジメントにおける設計情報の

受け渡しの問題がより具体的になる（藤本・武

石・青島，2001） 、ケミカル系医薬品の製品開

発プロセスの問題に着目することにより、製品開
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発におけるナレッジ・マネジメントの問題が明ら

かになる、などである（Pisano，1997）。 

しかし、これらの多数の実証研究の結果と製品

開発マネジメント研究の知識体系との関係は明

確ではない。つまり、ある製品を分析対象とする

ことにより製品開発マネジメント研究のどの問

題にフォーカスが当てられ解決されるのか、ある

いは製品開発マネジメント研究のある問題を解

決するためにどのような製品を分析対象とした

研究を行えばよいのか、という点に十分に応える

ことが出来ない。従って、様々な製品（産業）を

分析対象として導かれた製品開発マネジメント

研究のインプリケーションを包括的に扱えない

と考えられる。また、次々と新しい製品が分析対

象として扱われるものの、これが製品開発マネジ

メント研究においてどのような貢献を与えるの

かという点は明らかにならない。      

この点について、従来の製品特性区分に基づい

て考察する。 

 

３． 従来の製品特性区分と先行研究の関係 

製品特性は様々な観点で分類される。例えば、

物理特性（耐久的な財、非耐久的な財、サービス

などのそれ以外）や使用目的（消費目的、生産目

的）などである。ここでは、製品の開発マネジメ

ントとの関連があると考えられる従来の製品特

性区分に従い、議論を進める。 

３－１）生産工程の特性の違い 

製品開発プロセスは様々な工程からなる。この

工程は全て製品に対して一義的に定まるもので

はないが、例えば研究、開発、生産、販売などの

工程からなる。ここでは生産工程の特性の違い

（組立型とプロセス型の違い）を取り上げる。 

製品開発マネジメントの研究領域ではプロセ

ス型製品を分析対象とした研究例は少なく、分析

対象は組立型・システム型製品に偏っている

（Barnett、1998）。組立型製品に関しては、近年

アーキテクチャに着目した研究が多数、発表され

ている（Ulrich，1995）。 
プロセス型製品は鉄鋼や化学品などの素材で

あり、製品を部品単位に区分することは出来ない。

プロセス型製品を分子や原子などの単位に分解

しても製品機能との関係は必ずしも明らかには

ならないからである。そこで、生産プロセスを構

成する工程と製品機能の関係で分析しようとす

る研究がある（藤本・桑嶋，2009）。これらの研

究から、同じプロセス型製品でも自動車用鋼板や

機能性化学品などの製品（インテグラル型製品）

と清涼飲料水などの製品（モジュラー製品）の違

いなどアーキテクチャに着目した視点が示され

る。 

生産設備のスケールアップの問題や製造コス

トに占める設備コストの大きさなどの特徴が示

すように、プロセス型製品では文字通りこれらの

生産装置（生産設備）に関する問題を如何に解決

するかという点が組立型製品以上に注目される。

例えば、ケミカル系医薬品の製品開発では、分子

設計や合成処方開発などの製品イノベーション

と、量産技術開発や製造プロセス開発などの生産

工程イノベーションが連動し表裏一体の関係で

進められる（Pisano，1997）。これは、製品開発

のリードタイム短縮のチャンスが生産工程開発

のより早い段階にあり、生産工程開発への資源投

入がリードタイム短縮に影響を与えるからであ

る（Pisano，1997）。つまり、ケミカル系医薬品

では、製品開発プロセスにおけるリード化合物の

構造設計を行う「研究」や「開発」と、その後工

程に位置する「生産」を連動させることで「生産」

に関する開発を事前学習（learning before doing）
する効果が高いためである（Pisano，1994，1997）。 
一方、同じ医薬品でもバイオ系の医薬品では製

品の構造設計は生産工程との連携というよりも、

製品の原理そのものを開発するサイエンスに立

脚した基礎研究工程との関連が強く（Pisano，
2006）、生産工程に関する学習は開発過程で学習

（learning by doing）するしかない（Pisano，1994，
1997）。このように、製品を生産するための開発

工程と製品そのものの設計を担う開発工程の連

動の効果は同じ医薬品でもその種類により異な

る。また、現代では汎用化学品に分類される基礎

石油化学製品（エチレンなど）の製品イノベーシ

ョンの段階 ではバイオ系医薬品の例と同様に生

産工程イノベーションとの連動が見られたが

（Stobaugh，1988）、現代では両者の連動はそ

れほど重要ではない。つまり、製品イノベーショ

ン（製品設計）と生産工程イノベーション（生産

工程開発）の連動の要否は、同じプロセス型産業

でも製品開発の状況により異なると考えられる。

この点は組立型製品でも同様である。従って、生

産工程の特性の違いで製品開発マネジメントと

の関係を記述することは困難であると考えられ

る。 
３－２）使用目的の特性の違い 

分析対象の使用目的の違い（消費財と生産財）

と製品開発マネジメント研究との関連を考察す

る。製品開発プロセスをミクロに観察するタイプ

の研究では多数の消費財が分析対象として扱わ

れている。例えば、複雑な構造を持つ最終消費財

の代表である自動車は様々な顧客のニーズをど

のように製品構造に効率的に反映させるか

（Clark and Fijimoto，1991）、ゲーム機のユー

ザーの感性をどのように製品に反映させるか（生
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稲，2000）、などの点が議論されている。 
一方、生産財は生産活動や組織的利用を目的と

して取引される。またその取引は、合目的性、継

続性、相互依存性、組織性という特徴を有する

（高嶋・南、2008）。従って、生産財の直接顧客

との対話だけでは最終顧客のニーズが分かりに

くい。このため、顧客のニーズに関して不正確な

情報が伝播する、その伝播が遅れる、また技術蓄

積が阻害される、等の問題が指摘されている（伊

丹、1991）。つまり、ニーズが最終消費財に比べ

分かりにくく、その獲得の方法が消費財とは異な

る点が指摘されている。 

このように、使用目的の特性の違いは主に顧客

ニーズ獲得の問題として議論されている。つまり、

使用目的の特性の違いに着目する研究では製品

開発マネジメントの知識体系におけるマーケテ

ィングやビジネスエコノミクスの問題が主に議

論されると考えられる。 

３－３）製品開発マネジメント研究における製品

特性アプローチ 

上記のように従来の一般的の製品特性は製品

の生産工程の特徴や、使用目的の違いを表すもの

の、製品開発におけるマネジメントとの関係を網

羅的に扱うことは困難であった。  
一方、製品開発プロセスに焦点をあてるタイプ

の研究は製品・産業の特性を重視して多くの産業

を対象に扱われてきている（桑嶋，2002）。これ

らの研究（製品・産業特性アプローチ）では、製

品開発プロセスにおける問題解決のパターンの

違い（例えば Thomoke，1998）、あるいは製品

や製品開発プロセスを構成する要素の属性に着

目する（藤本・安本，2000）、ことにより産業横

断的な比較が試みられている。問題解決プロセス

の不確実性（uncertainty）、製品システムを構成

する要素の多数性や多様性、あるいは要素間の相

互依存性の複雑性（complexity）、製品の要求品

質などの記号の多義性（equivocality）などであ

る。例えば、問題解決プロセスの５つの段階

（Clark&Fujimoto，1991）の「代替案の作成」

では、ある結果をもたらす原因を特定することの

難しさの程度（原因不確実性）が高い製品として

医薬品類やビールのような嗜好品類がある（桑嶋，

2006）。一方、５つの段階の「実験」に関しては

所与の原因がもたらす結果を事前に予測するこ

との難しさの程度（結果不確実性）が高い製品と

して医薬品、ビールはそれほどでもない等として

扱われる（桑嶋，2006）。 
このように、製品開発プロセスを問題解決プロ

セスと捉え、これを構成する諸工程の状態を一般

的な概念（不確実性など）で表現することにより

他の製品や産業との比較分析を行える。これらの

属性により、従来の一般的な製品特性の違いを問

わず、様々な製品を包括的に扱うことが可能であ

る。例えば、スーパーコンピュータ CPU は生産

財であり、カラーテレビは消費財であるが、両者

を問題解決モデルの不確実性という枠組みで考

察すると、両者は類似している。また、同じ消費

財でもカラーテレビとビールは異なるなどであ

る（藤本・安本，2000）。一方、市場ニーズの多

義性と製品構造の複雑性という枠組みで捉える

と、ハードウエアである自動車と、ソフトウエア

であるゲームソフトが実は同じ製品特性に分類

され、製品開発パターンの類似性が浮かび上がる

（藤本・安本，2000）。この結果、高いパフォー

マンスで先行している企業の戦略やマネジメン

トの仕組みを、製品種や業界の違いを問わず適応

できる可能性がある。このように様々な製品を包

括した枠組みで議論することは製品開発マネジ

メントの仕組みをミクロに検証する上で、重要で

あると考えられる。しかし、製品特性に着目した

従来の製品開発マネジメントに関する研究は以

下の点で十分ではないと考えられる。 
３－４）製品特性アプローチの課題 

先ず、製品開発の不確実性を開発対象と開発主

体との相対的関係で評価することが出来ないと

いう点を考える必要がある。製品開発の不確実性

に関する本研究での定義は次報で詳しく述べる

が、仮に製品開発の不確実性を問題解決プロセス

の不確実性（uncertainty）と仮定しても、この不

確実性は開発主体の知識レベルにより異なり、製

品種だけで一義的に評価できるものではない。例

えば、参入時期の違い（ある製品の老舗開発業者

と新規参入開発業者の違い等）、開発主体の規模、

当該製品と関連する知識や経験の有無やレベル

の差異などがその要因である。 

さらに、同じ製品における不確実性の違いを考

慮できないという点がある。例えば、機能性合成

樹脂は結果の不確実性が高く、原因の不確実性は

中程度の製品であると分類される（藤本・安本，

2000）。しかし、製品種の違いにより製品特性は

一定ではない。例えば、炭素繊維（青島・河西：

2005）は、当初は市場が「皆目不明」であった。

つまり、用途開発段階の炭素繊維は所与の原因

（化学構造）が持つ結果（物性や用途）の不確実

性が非常に高い製品であったと考えられる。しか

し、航空機材料としての炭素繊維は、結果（航空

機材料が求める性能）と原因である化学構造（ヒ

ドロキシエチルアクリルニトリル共重合体）の間

の不確実性は減じられる。しかし、原因は、化学

構造だけではなく物理的構造（繊維の構造、複合

材料としての構造）に移行するため、結果（航空

機材料が求める性能）と原因である物理的構造の
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不確実性は高い状態となる。このように不確実性

などの製品特性は製品種により一義的に分類さ

れるわけではなく、対象とする市場や開発段階の

違いにより異なると考えられる。 
これらの従来の製品特性（製品開発プロセスの

特性）の区分によると、医薬品ではこのパターン、

機能性材料ではこのパターンというように画一

的に製品開発マネジメントのパターンを分類さ

れてしまうという問題が発生する。この結果、当

該企業のその製品に対する知識レベルの程度や

製品種、製品開発の開発段階の違いによる、開発

パターンの差異を考慮できず、適用すべき製品開

発マネジメントの知識体系を誤って選択してし

まう可能性がある。 
例えば、イノベーション・マネジメントに関す

る知識体系とは幅広い観点・視点から製品開発マ

ネジメントを理解するための知識体系の１つで

あるが（一橋大学イノベーション研究センター，

2001）、その観点は製品種や製品開発の開発段階

により異なる。例えば、前述の炭素繊維の例では

新規のビニルモノマーの合成とこれを重合した

ポリアクリル系炭素繊維の耐炎化促進効果を発

見した個人のアングラ研究の成果が製品開発の

きっかけである（青島・河西：2005）。従って、

この段階の製品開発マネジメントを論じるため

には創造的技術者の行動や創造プロセスの問題

（一橋大学イノベーション研究センター，2001）
など創造のプロセスにおけるミクロな問題を取

り扱う必要がある。一方、航空機などの具体的な

用途を対象として、プリカーサ、原糸、複合材料

の開発を一貫して実施している開発の段階では、

例えばアーキテクチャ（藤本・武石・青島，2001）
の知識は必須であろう。また、事業が発展し航空

機メーカーや複合材メーカーとの関係が重要視

される段階では、イノベーションと企業間システ

ムとの関係に関する知識により事業統合や分業

の是非について考察する必要がある。 
このように、同じ製品でも製品開発マネジメン

トのパターンは一様ではなく、これを理解するた

めの製品開発マネジメント研究の知識体系の視

点や観点は異なったものとなると考えられる。 
 

４． まとめ 

製品開発マネジメント研究における製品特性

について考察した。従来の方法による製品特性の

記述では、様々な製品を分析対象として導かれた

製品開発マネジメント研究のインプリケーショ

ンを包括的に扱うことの困難さが示唆された。次

報ではこの問題に対応した製品特性の扱いにつ

いて考察する。 
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